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2008年度社会福祉学研究科博士前期課程
修士論文要旨
［福祉政策教育研究領域］
まちなかにおける高齢者住宅・複合型福祉拠点のあり
方に関する研究一盛岡市の実践事例から－
黄詳治
要旨
本論文では、まず、盛岡市における高齢者の居住実
態や住み替え意向を調査し、まちなか居住に必要な条
件等を把握する。次に、中心市街地にある高齢者住宅・
複合型福祉拠点（以下、複合型福祉拠点）の事例分析
などを通して、まちなかにおける大型の複合型福祉拠
点が居住者 ・利用者、商店街や地域社会等にどのよう
な影響を与えるかを考察し、入居者と地域社会、近接
する商店街との関係構築、連携に必要な課題を明らか
にする。これらの分析をふまえ、地域福祉をテーマと
したまちづくりの視点から、今後のまちなかにおける
複合型拠点のありかたについて検討するため、基礎的
な知見を得るとともに、今後に向けた提言をとりまと
めることを目的とするものである。
第 l章では、最初に、盛岡市における高齢者の状況
を整理することを目指した。盛岡市における高齢化率
は、 2007年においては19.1%に達していること、高齢
者人口に占める後期高齢者の割合が高まっているこ
と、 2012年には高齢化率が21.4%に達し、超高齢社会
となることが予測されていること、高齢夫婦世帯、高
齢単身世帯は、共に増加していることが分かつた。
次に、盛岡市における地域福祉活動の特徴は、地域
ぐるみの福祉コミュニティ活動を進める地区福祉推進
会の存在にあり、その背景に盛岡市社会福祉協議会の
活動があることから、それぞれの沿革と役割を整理し
た。盛岡市では、町内会と民生児童委員、福祉コミュ
ニティとしての地区福祉推進会がエリアとしても組織
としても一元化し、社協がそれらをバックアップする
という独自の構図を示しており、この点が特徴となっ
ていることが明らかになった。
一方、もりおか老人大学への参加者を対象に、盛岡
市に居住する高齢者の住み替え意向について調査を
行った結果、盛岡市における高齢者の住み替え関する
意向については、以下のような知見が得られた。すな
わち、盛岡市における高齢者の住み替えは、高齢者の
定住意識が強いこと、住み替え時期は、介護が必要に
なってから検討することが明らかになった。また、戸
建住宅の維持管理の負担軽減や、都市機能の利便性、
介護サー ビスなどを求めてまちなかの共同住宅、有料
老人ホームへの居住志向 （都心回帰）がある ことなど
が明らかになった。
第2章では、青森市のまちづくりについて、全国有
数な豪雪地帯であることを背景に、少子高齢化で人口
が減少する中、財政コス トや高齢者の生活を維持して
いくために進められている、コ ンパク トで効率的な移
動が可能なまちづくりについて、その概要を整理し
た。 また、 青森市のJR青森駅前に立地している複合
型福祉施設である 「ミッ ドライフ タワー」について、
その施設概要と利用、運営状況等を整理した。
第3章では、盛岡市杜陵地区の地域特性と肴町商店
街の取り組み、複合型福祉拠点の状況、地域福祉の現
状と課題な どについて整理した。盛岡市は、まちなか
に高層マンションが多く、都心回帰現象が見られるこ
と、また、人口や降雪、中心市街地の空洞化など東北
地方の仙台市を除く県庁所在地と共通した現象を持つ
こと、高齢者のまちなか居住の促進を図っていること
などの特徴があることが分かった。また、杜陵地区
は、医療、介護と居住の新しい形態の福祉拠点が設置
され、地元商店街が近接しており 、商店街などとの間
で融和を実現する可能性が高いと考えられるエリアで
あることを指摘した。
第4章では、事例の複合型拠点の居住者を対象にア
ンケート調査と聞き取り調査を行い、居住者の居住実
態やコミュニティ活動に開する意向等を明らかにし
た。これらの調査は、 ①高齢者対応分譲マンション居
住者意識調査、②高齢者対応分譲マンション居住者及
び高齢者賃貸住宅の居住者聞き取り調査として、行わ
れたものである。これらの調査により 、盛岡市内で事
業展開している事業者等の実践事例を通じて、まちな
かにおける複合高齢者住宅の居住者の居住環境に聞す
る意識、複合高齢者マンションに入居した動議、地域
社会参加などの考え方を明らかにし、入居者と事業者
と地域等の連携に必要な課題等を把握することによ
り、今後の「まちなかにおける高齢者の居住環境と複
合型高齢者住宅のあり方」ついての基礎的な知見を得
た。
第5章では、前章までの調査結果等をふまえ、複合
型福祉拠点の居住者と地域住民 ・商業者（商店街）の
関係づくりにあたっての課題を再整理する。さらに、
課題を解決するための考え方や方針、具体的な活動（事
業）アイデアなどについて検討し、新たなコミュニテイ
創造のための方向性を提示した。
終章では、各章の概要をまとめ、本研究で得られた
知見を整理した。次に、本研究では十分に明らかにす
ることができなかった点など、今後検討すべきと思わ
れる研究課題について述べた。
社会福祉実践における普及の内発性に関する研究
吉田渡
1.問題意識
今日の基礎自治体においては、度重なる市町村合併
や人口流動化に伴う地域力減退への対応が求められて
いる。具体的には、介護保険制度の運用において、介
護予防事業としての住民主体による地域における社会
福祉実践の展開と普及が期待されている。
2.研究目的
本研究においては、地域における社会福祉実践の主
体となる集団 （組織体）の強化－形成によ る福祉コミュ
ニティの確立に向けた条件の検証を行う。具体的に
は、（1）社会福祉実践における普及の内発性に関する検
証、（2）地域住民の内発性を喚起する要素の検証、（3）地
域住民の内発性を喚起する具体的活動の内容と方法の
検証 を本研究の目的とする。
3 研究方法
( 1) 地域福祉について扱った先行研究の整理・検討に
よって、地域住民の内発性を喚起するために必要
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な要素を抽出する。
(2) 岩手県二戸広域圏における地域保健福祉活動の実
践報告書を参考に、当該事業の展開プロセスを分
析し、地域住民の内発性の喚起が生起する段階を
明らかにする。
(3) 当該事業の関係者に対して焦点面接法による面接
調査を行い、①地域住民の内発性を喚起する要
素、②本事業の展開方法、③新事業の展開方法
に関する指摘を整理・分析する。
(4) 当該事業の前後に質問紙法による集合調査を実施
し、①地域住民の内発性を喚起する要素により実
施地区ごとの地域保健福祉活動を評価し、併せて
②Kruskal Wallis検定を行う。
4.研究結果
本研究によって、第一に、先行研究の整理から地域
住民の内発性を喚起する要素として、地域保健福祉活
動に関する①参加意欲、②企画意欲、③役割意識、④
必要意識の4点がその構成要素となり得ることが確
認された。第二に、事業報告書の分析によって、事業
プログラム中の特に地域活動検討会に見られる参加型
のプログラムによって内発性が喚起されることが確認
された。また、これが複数回にわたって実施されるこ
とで、内発性の喚起がなされていくことが確認され
た。第三に、面接調査によって、 ①地域住民の内発性
を喚起する要素として先の4つの要素に着服すること
が重要であること、②本事業の展開においては、一定
期間に一定回数を複数地域のそれぞれ同じ場所（徒歩
で移動できる範囲）で継続的に実施することが重要で
あること、③新事業の展開においては、住民間の交流
活動を軸に、その地域の福祉課題に関する問題意識の
共有と組織化を前提に取り組む必要があること が確
認された。第四に、集合調査によって、①本事業の実
施により参加者の内発性が向上することが確認され、
特に地域活動が非活発な地域においてこれが顕著に向
上すること、②地域住民の内発性を喚起する要素のう
ち、検定によって「企画意欲」が5%水準で、有意な差
が見られ、地域保健福祉活動事業における地域間比較
において有効な要素であることが確認された。
5.結論
地域における社会福祉実践の展開・普及において
は、その核となる住民組織が形成される必要があり、
これを想定した地域保健福祉活動の展開が有効である
と言える。つまり、地域住民の自発的連帯を促す内発
性の向上に向けたプログラムの検討が必要であり、こ
の内発性の要素としては地域保健福祉活動に関する参
加意欲、企画意欲、役割意識、必要意識に着眼するこ
とが有効である。また、今後の地域における社会福祉
実践においては、このような一定の枠組みを設定して
地域活動を評価していくことで、各活動の継続及び普
及を促進していく ことが極めて重要であると言える。
高齢者福祉と家族政策
佐藤周平
戦後、高度経済成長期までの標準的な家族における
役割分担は「夫は仕事、妻は家事・育児そして介護J
と考えられてきた。しかし、直系家族の減少、核家族
の増加という家族の変化、女性の社会進出によって生
活の社会化というものが起きた。そして核家族、共働
きの増加によって、助け合う能力が低下したことで、
高齢者の世帯から要介護のニーズが拡大しかっ大きく
なった。その要介護ニーズが進行し、その政策的対応
として介護の社会化が叫ばれるようになった。しか
し、社会化されたといっても、その社会化に対応した
政策が十分に機能しているわけではない。他方要介護
ニーズが社会化傾向にあるにも関わらず、家族が自ら
意欲的に介護をしている部分もある。そこで家族が負
担している部分は大きい。このように経済的あるいは
物理的な負担がかかっている家族介護者に対して、国
が政策として支援をなすべきだが、実際その政策的な
支援の内容は不十分である。このような問題意識を持
ち今回本論文を通して、介護の実態から高齢者家族政
策について考えた。
具体的な家族政策を見ていき、実際に行われていた
手当や家族のかかわる場面での介護保険制度などから
次のようなことがわかった。
① 生活の社会化の程度は、外部からの支援によって
決まる。そこで介護の場面を見てみると、外部か
らの政策的な支援が不十分である。そのため、在
宅で介護をしている家族の負担は大きくなるので
ある。そのような家族に対してどのように政策的
に支援するかはその合理性が問われている。
② 現在の日本の政策は対象や権利が個人化してい
る。しかし実態を見ても、要介護ニーズは個人と
いうものでは支え切れないのである。そのため家
族介護者が支えているのである。また政策的に見
た場合、個人に対応した政策的な支援のため、個
人を政策的に支援しただけでは満たされないニー
ズ、については、本来社会的に対応すべきものがな
されておらず、家族などプライベートで支援して
いるという課題である。
このように「対象や権利」が個人化している現在、
もう一度家族というものを政策的に支援していくこと
が重要である。その理由として家族と生活している人
のニーズは個々人のニーズもあるが、本来の福祉ニー
ズは家族生活として現れるためである。つまり家族と
個人の相互的なニーズで現れるのである。そのために
今後、高齢者の生活を実際に支えている家族というも
のを政策的に支援していくことが重要である。実際に
要介護者の生活を支えている家族介護者に対しては、
「社会的労働」として捉えて政策的に支援すべきであ
る。また社会保険によるサービス給付を自己選択で積
極的に利用している場合と、利用していない場合には
サービスの給付という面で差が出てくる。そのため利
用していない場合には社会手当など政策的な支援がな
されるべきであると考えられる。そのような意味で高
齢者家族政策を行う意義がある。金銭給付だけが重要
なのではなくて、イギリスのように家族等による介護
を様々な形で支援していく仕組みゃ施策が重要である
ということはいうまでもない。
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福祉サービス第三者評価の効果的な活用方法に関する
研究－特別養護老人ホームの事例を通して－
朴珠喜
はじめに
平成12年4月に公的介護保険制度が施行されて以
降、介護サービス分野には多くの介護サービス事業者
が参入し、介護サービス市場では競争が激化してい
る。介護サービス市場において競争優位に立つために
は、サービスの質の向上が大変重要である。
サービスの質の向上策として有効であり、福祉サー
ビス第三者評価（以下、第三者評価）を受審する事業
所も多くなってきているにもかかわらず、第三者評価
を受審しても、サービスの質の改善や向上にうまく活
用できていない事業所が少なくない。
1 研究目的
特別養護老人ホーム（以下、特養）を事例に、特養
で第三者評価をいかに導入し活用しているか、その取
り組み体制の実体と課題を明らかにするとともに、特
養側からの第三者評価に対する評価を通じて第三者評
価の受審の課題を抽出し、特養への効果的 －効率的な
第三者評価の導入 －活用方策を提言することを目的と
している。
2 研究方法
第三者評価を受審した岩手県内の4ヵ所の特養を対
象に、第三者評価受審の特養の取り組み体制や第三者
評価を特養がどのように評価しているのかなどの知見
を得ることを目的に、特養の管理者及び職員に対し
て、「聞き取り調査」ゃ「第三者評価に関する満足度
調査」を通して、その課題や問題点、あるいは特色あ
る取り組みなどを明らかにした。
3 結果
第三者評価に対する特養の全体的な満足度は、半分
以上の職員が不満と回答し押し並べて低い傾向がみら
れた。職種で見ると、特に、直接介護を担当する、介
護職員の満足度が低いことが分かった。これは、第三
者評価を受審する前に第三者評価の目的や主旨が現場
の職員に徹底されてなかったためと推測された。
受審後の、特養内での変化については、職場の組織
変化を認めつつも、サービスの質の向上や職員自身の
日常業務の改善には必ずしもつながっているとは認識
していないなど、特養は、第三者評価をうまく活用し
てない実態が明らかになった。
特養が第三者評価を活用し難くなる要因としては、
施設側の自己評価の進め方を含む第三者評価受審推進
体制、第三者評価に対する職員の参加形態が挙げられ
る。
まとめ
特養が第三者評価を効果的に活用するためには、職
員の第三者評価に対する積極的な下からの取り組みが
必要である。そのためには、まず、全職員が自己評価
に参加して特養の課題と改善点を認識する必要があ
る。また、改善に向かつての計画を立てるときは、全
職員の参加が必要である。
今後の課題としては、施設のサービスの質の改善や
向上につながらない要因として指摘された、職員の変
化を妨げる要因の本質を把握する必要性が課題として
残された。
［福祉臨床教育研究領域］
「グルー フ。回想、法の地域住民への活用に関する研究J
本間萌
本研究は、これまで専門家による治療的介入方法と
して多くの実践 ・研究がみられる回想法を応用し、地
域住民による実践から①地域におけるグループ回想法
の意義、②地域住民のグループ回想法への参加の意義
および課題を検討することを目的とした。意義および
課題について、各回セッション後の住民による振返り
および全セッション終了後に実施したフォーカス ・グ
ループ ・インタビューの発言内容を検討した。
振返り場面から、地域における回想法ではセッショ
ン場面で参加者の日頃の関係性がみられ、回想、法場面
と日常生活との連続性が指摘できる。一方で、日常で
は語ることのない参加者同士や家族との歴史や思いを
再確認する場となり、関係性の深まりがうかがえた。
同じ地域で暮らす住民が参加することは、参加者の生
活史や習慣に合わせたテーマや小道具の選定が可能と
なり、参加者のより継続的な参加につながると考えら
れる。フォーカス ・グループ ・イ ンタビューの結果か
ら、回想法・研修への参加経験は、高齢者の語りを聴
く楽しさや高齢者の新たな一面を知る機会となり、回
想法への積極的な参加につながる。また、継続的な参
加は、回想法の実践や地域活動への活用などの意欲を
高め、回想法の地域活動への広がりが示唆された。住
民が高齢者の語りを聴く経験は、高齢者の理解や尊厳
を深めるだけでなく、住民自身が人生を振返る機会と
なる。さらには、高齢者と関わりから住民が他者との
関わりへの気づきを得る機会となっていた。参加の課
題では、実施上の手続きに関わるものに加え、ボラン
テイアグループとしての在り方や学習・研修の内容お
よび方法が挙げられ、住民による実践への支援体制の
必要性とともに住民の参加継続への意欲の高まりがう
かがえたO
回想法への参加は、住民と高齢者にとって楽しみの
場だけでなく関係形成の場ともなり、回想法での関わ
りを契機とした地域活動への発展の可能性が示唆され
た。住民が語りを通して高齢者の理解や尊厳を深める
ことは、高齢者の生活の支え手となることが期待でき
る。今後の課題として、①地域におけるグループ回想
法の効果評価の検討、②地域住民による実践の支援体
制の構築の2点が挙げられる。
［臨床心理教育研究領域］
カウンセラーとクライエントの言語的応答志向性に関
する実験的研究一応答志向性の一致・不一致が観察者
によるカウンセリング状況への知覚に及ぼす効果ー
高橋功
本研究は、カウンセラーとクライエントの応答志向
性の一致／不一致が、カウンセラーやカウンセリング
状況に対する観察者による評価に及ぼす効果について
実験的に検討した。実験1（実験参加者：女性大学生
60名）では、カウンセラーの応答志向性要因 （問題志
向型応答と解決志向型応答：参加者内要因）と、クラ
イエントの応答志向性要因 （否定的応答と肯定的応
答：参加者間要因）を取りあげた。そのさい、問題志
向型カウンセラーは肯定的応答クライエント（応答志
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向性不一致）よりも否定的応答クライエント（応答志
向性一致）において、また解決志向型カウンセラーは
否定的応答クライエント（応答志向性不一致）よりも
肯定的応答クライエント（応答志向性一致）において、
カウンセリング状況が高く評定されるという仮説につ
いて検証した。その結果、解決志向型カウンセラーが
クライエントのタイプにかかわらず高く評定され、仮
説は支持されなかった。結果はまた、呈示順序効果を
強く示していたことから、提示順序の影響を受けて仮
説が支持されなかった可能性が考えられた。実験2
（実験参加者 女性大学生64名）では実験lと同じ刺
激材料と実験操作要因を用いて、両要因を参加者問要
因として検討した。その結果、実験1とは異なり、応
答志向性の交互作用効果が一部の項目において認めら
れた。実験1.実験2においては測定した実験参加者
の自尊心特性との交互作用効果の有無についても考察
がなされた。実験3ではカウンセラーの応答スタイル
要因（感情志向型応答と認知志向型応答）と、クライ
エントの応答タイプ要因（感情的応答と理性的応答）
を設定し、感情志向型カウンセラーは理性的応答クラ
イエント （応答志向性不一致）よりも感情的応答クラ
イエント （応答志向性一致）において、また認知志向
型カウンセラーは感情的応答クライエント （応答志向
性不一致）よりも理性的応答クライエン卜（応答志向
性一致）において、カウンセリング状況が高く評定さ
れるとし寸仮説について検証した。実験参加者は大学
生78名（男性18名、女性60名）であり、両要因ともに
参加者内要因で実施した。その結果、理性的応答クラ
イエントに対して感情志向型カウンセラーよりも認知
志向型カウンセラーがカウンセリングを行っている条
件で観察者から高く評定されることが示された。
初対面二者聞に生じる気まずさの研究一役割取得の会
話分析－
堀田真衣
対人的な原因によると考えられている不安は、一般
に対人不安と呼ばれている。対人不安を表す語は様々
存在し、特に対入場面において自己の役割が混乱する
状況で生じる対人不安は「気まずい」「気後れ」といっ
た言葉で表現されている。このような状況は日常生活
において非常に身近であるにもかかわらず、学問的に
概念化されていなし、 本研究では予備調査でのインタ
ビュー、実験を通し、初対面二者間で生じる気まずさ
と会話内の役割取得の関連について検討した。
予備調査では気まずさを感じた出来事についてイン
タビューを行った。その結果、気まずさの概念は広く
用いられ、その捉え方は個人によって異なるが、特に
初対面者、または知っているがあまり親しくないとい
ういわゆる「半知り」の相手との会話の沈黙によって
多く生じることが分かった。会話は話し手の交代が何
度も行われることで構成され、会話内の沈黙は発話の
順番をうまく配分する規則がスムーズに行われないた
めに生じている。
実験で、は初対面二者間の会話について、会話内で気
まずさがどのように生じるかということを会話分析を
用いて検討した。実験は30名の初対面の向性同士をペ
アとし、計15組実施した。 10分間の会話をビデオで撮
影した後、会話中に感じたことに関する質問紙（ 5件
法）の記入を求め、個別にインタビューを行った。そ
の後撮影されたビデオを見ながら気まずさの程度を測
定した。測定終了後、再度個別に気まずさに関するイ
ンタビューを行った。
初対面二者間の会話内で生じる気まずきには、 ①会
話開始直後の気まずさ、 ②沈黙、沈黙を予期した気ま
ずさ、 ③自分が話しているときの気まずさ、 ④相手が
話しているときの気まずさ、 ⑤話題の内容の気まず
さ、の5つが見られた。気まずさが生じる背景には、
相手の気まずさは自分が原因であるため、自分が対処
しなければならないという意識が（動いていた。
また、初対面者二者閉会話の会話で生じる気まずさ
は、会話を展開させるために必要な役割 （話題提供者
リーダ一、受け手：フォロアー）の暖昧さが関連して
いることが考えられたため、会話内の役割取得、特に
リーダーとフォロアーという観点からも＋食言すした。
初対面二者間の会話を会話内の役割の明確さによっ
て役割明確群と役割不明確群の2群にわけ、会話内の
気まずさの程度との関連を検討したところ、役割が明
確だとお互いに同じ程度の気まずさが生じるのに対
し、役割が不明確だと気まずさの出現に差異が生じる
ということが示された。役割明確群では2人の沈黙を
気にする程度に差が見られ、リーダーのほうが沈黙を
気にする程度が高かった。そのため、役割明確群は沈
黙によって生じる気まずさを、リーダーが話題を提供
することで対処することができていると考えられる。
しかし、役割不明確群は役割明確群に比べ、より多様
な気まずさを生じさせることになる。沈黙に対する対
処の仕方も場合によって異なり、個人が反応する気ま
ずさも多様なものになるため、 二者間の気まずさ出現
率は一致しなかったと考えられる。
以上のことから、初対面二者間の会話の気まずさ
は、相手の状態を察知し自ら対処しようとし寸意識に
よって生じ、会話内の役割の明確さは沈黙を回避する
ための手段の一つであることが示された。
ウォーミングアップ体験が討議場面での発話行動にも
たらす効果
近藤舞
ウォーミングアップは本来の活動に向けて心身の状
態を整えるための準備運動と言われ、日常場面だけで
なく Ss Tや集団精神療法などの臨床場面でもセッ
ション開始時に組み込まれるなど、その重要性は認め
られている。しかし、ウォーミングアップの効果に関
する研究は、ウォーミングアップ参加者の内省報告や
質問紙を用いて検討されているものが多く、数量的に
検討した研究は少ない。そこで本研究では討議集団を
対象とし、数量的にウォーミングアップの効果につい
て検討した。具体的には、討議中の発話量と会話展開
に焦点を当て、ウォーミングアップが討議中の発話行
動にもたらす効果についての一考察を得ることを目的
とした。設定した実験条件は、討議を行う前にウォー
ミングアップ活動を行う“実験群”と計算ドリルに取
り組む“統制群”の二つの群であり、両群で比較検討
を行った。集団成員の関係は両群ともに初対面程度で
構成している。討議課題は、集団で一つの見解を得る
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ことを目的としたものである。ウォーミングアップ活
動は、自己紹介・他己紹介・2種類のゲームを設定し、
活動内容を会話と身体接触を主体とすることで、参加
者の相互作用促進を目的としている。統制群で計算ド
リルを設定したのは、討議場面で初めて参加者同士の
相互作用が得られることを意図したためである。以上
の実験条件のもと、本研究ではウォーミングアップ活
動を行うことで集団成員が偏りなく討議に参加し、情
報や意見交換がより頻繁に行われるという仮説を設け
た。
検討の結果、討議場面全体で見た場合、発話量と会
話展開ともに顕著な差は見られず仮説は支持されな
かったが、討議場面を前半と後半に分けて比較した結
果、発話量と会話展開ともにいくつかの差異があるこ
とが明らかになった。発言量については、前半部分で
は両群に差は見られなかったが、後半部分では実験群
の方が発言数が増加しており意見交換がより活発に行
われていることが分かった。会話展開については、実
験群では討議前半でトピックの変更が頻繁に行われ、
それぞれのトピックに対して具体化や詳細な説明が加
えられている。討議後半では前半に出されたトピック
の中からいくつかトピックを取り上げ、それに対して
情報や意見の追加が頻繁に行われていることが分かつ
た。また、討議への動機付けにおいても、実験群では
討議が進むほどに発言量が増加し意見交換が活発に行
われたことから、成員の課題への関心が維持されてい
ると考えられる。一方、統制群では発言が時間経過と
ともに短くなっており、内容も要約やまとめといった
終結に関するものが多かったことから、討－議課題への
関心が低下していると考えられる。
本研究で得られた結果からウォーミングアップの効
果に関する仮説は支持されなかったが、時間経過とと
もに発話行動や会話展開に変化が生じてくる会話スタ
イルの存在が明らかになった。つまり、討議開始時は
参加者各々の意見が具体的な理由や情報を添えながら
活発に出し合われ、話し合いが進むにつれて話題が絞
られて意見交換が行われるというスタイルである。こ
のスタイルによって、集団で一つの見解を得ることを
目的とする課題では集団成員の納得のいく見解が導き
出されるものと考えられる。また、ウォーミングアッ
プを行うことで、課題解決への関心が維持されること
も明らかになった。
本研究では対象を討議集団としており、設定した
ウォーミングアップの目的も限定的なものである。そ
のため、本研究で得られた効果はウォーミングアップ
全てに適用されるものではないが、効果を明らかにす
る上での一つの示唆が得られたものと考えられる。
小学生の共感性の発達に関する検討～4つの感情の側
面に着目して～
柴山雅人
本研究では小学生の共感性の発達を検討することを
目的として、学童保育クラブに通う児童を対象に実験
を行った。感情によって共感性の発達の仕方が異なる
のではないかという関心から、「喜び」、「悲しみ」、「怒
り」、「恐れ」の4つの感情に着目して、日offmanが提
唱した共感性の発達の第3段階、すなわち他者の役割
を取得する能力を持ち始め、他者の感情に基づく共感
性が芽生えてくる段階にいると考えられる子どもたち
を対象に「なぜ感情によって共感性の発達に違いが出
るのか」というテーマで実験的に検討を行い、各感情
による共感性の発達の様相について実験結果を得点化
したものを量的に、対象者の回答については質的に分
析を行った。実験については、先行研究を参考に「喜
び」、「悲しみJ、「怒り」、「恐れ」の4つの感情につい
てのストーリー（パワーポイントによる紙芝居）を提
示し、個別に児童に回答してもらった。
本研究の結果から、全体的に共感得点は学年が上が
るにつれてゆるやかに上昇していくということが明ら
かになった。感情ごとに見ると、「喜びJという感情
が他の感情に比べて共感しやすい感情であること、全
ての感情において学年の上昇に伴って自分と他者の感
情を分けて考えることができるということが示唆され
た。また年齢の上昇と共に感情認知の能力が上昇して
いくことが確認されたが、共感性の発達は3・4年生
で一度みかけ上の停滞がみられ、そこから再び上昇し
ていくことが示唆された。質的な分析の結果、対象児
童の回答からは高学年になるにつれて「この子は悲し
いんだと思う。でも私は違う」のように自他の感情の
区別が進んでくるということが確認された。このこと
から、学年が上がるにつれて複雑な感情の認知が可能
になり、共感性の捉え方も一つの軸では不足になると
考えられた。 これらのことから感情認知の発達と共感
性の発達のメカニズムについてはその発達過程におい
て、感情認知が先行するがその全てが共感に結びつく
わけではないことが明らかになった。共感性は認知が
先行してその後自他の区別が進むにつれて発達してい
くことが示唆された。しかし、その発達については状
況や感情によって異なることが考えられるため今後は
その感情の質の違いも考慮に入れた検討が必要である
と考える。
今後の展望としては、共感性の発達に関してさらに
年齢が上昇するにつれてどのような様相を示すのかを
検討していくことが望まれる。その際は、今回用いた
実験方法では主人公の感情の認知が容易すぎたため、
課題の再考が必要であろう。課題を検討した上で、共
感性の発達を複雑な感情の認知という観点からも対応
できるようにする必要があるだろう。また質問紙尺度
などを指標として組み合わせることで、共感性を多面
的な角度から捉えられるのではないかと考える。今後
は共感性の発達理論を整理し、感情の分化や自他の区
別という観点からの知見を積み重ねることで、共感性
やその発達について新たな観点を提供することができ
るのではないかと考えられる。共感性の発達について
その経年的変化に着目した研究を積み重ねてデータを
蓄積すること、心理臨床で蓄積されている自他の区別
という観点を加えて共感性の発達過程のメカニズムを
解明していくことは、子どもの心理臨床への寄与とな
るものと考える。
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